米国失業の現代的一側面-「探索失業理論」を中心にして- by 武田,巧
明治大学大学院紀要
第26集1989．2
米国失業の現代的一側面
一「探索失業理論」を中心にして一
AModern　Profile　of　the　U．　S．　Unemployment：An
Evaluation　of“A　Search　Theory　of　Unemployment”
博士後期課程　経済学専攻62年入学
　　　　　武　　　田　　　　巧
　　　　TAKUMI　TAKEDA
目　次
序
1　米国失業の概観
ll　「非集計的」、「フロー」視点からの米国失業
皿　「探索失業理論」
結　語
序
　「働く能力と意志をもちしかも働き口を求めている人たちに対して、有益な雇用が与えられるよう
な状況を創り出し、維持する……ために、政府の計画と機能と資源の一切を調整し、利用するのが連
邦政府の政策と責任……である」1）。
　1946年、米国議会は雇用法の成立をこのように、高らかに謳いあげた。
　この宣言に遡ること17年前の1929年10月24日、ウォール街は株価の大暴落に見舞われていた。そし
て、この「暗黒の木曜目」を境に、米国は勿論、世界の資本主義諸国は大恐慌の深みへ歩を進めてい
った。以後、米国の国民総生産は1933年に29年の3分の1に迄低下し、37年に一時的回復を示したも
のの再び低下し、41年迄回復することはなかった。この間、巷には失業者が濫れ、37年を除く30－40
年の年間失業者数は800万人を越えた。特に1933年の米国経済は未曾有の危機に瀕し、労働人口の実
に4分の1、約1，300万人が失業状態に陥ったのである。
　大恐慌は古典派経済理論への訣別を早めた。労働市場では常に需給が一致し完全雇用が維持される
との考えは、もはや絵空事のようでしかなかった。資本主義経済の不安定性が恰も公認され、政府の
役割は徐々に拡大を遂げていった。ケインズ（J．M．　Keynes）の『一般理論』がこの知的流れの支柱
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を担ったことは言う迄もない。そして、第2次大戦後、雇用法がトルーマン（H．S．　Truman）大統
領により署名された。
　雇用法は完全雇用の促進のため米国政府に補整的政策の実施を命じた。完全雇用を下回る時、政府
は常に有効需要の拡大を求められた。完全雇用の達成が、ここで政府の責任として規定されたのであ
る。
　完全雇用の定義はそれ程明確ではない。“Economic　Report　of　the　President”は1962年、4％
の失業水準を完全雇用と定義している2）。しかし、この値は次第に引き下げられ、60年代中期には3．5
％程度が想定されるに至った3）。金融財政政策を駆使し、米国政府は完全雇用の達成に努めた。そし
て、「偉大な社会」の建設のもと、失業率は1969年、ついに3．5％に達したのである。雇用法の成立か
ら23年の歳月が流れていた。
　時は変わり1988年7月9日、日本経済新聞は第1面で次のように報じた。「6月の米失業率、5．3％
に大幅改善」4）。同解説欄では、6月の米国失業率が完全雇用水準を下回ったことから、インフレ懸念
の高まりが憂慮されている。5．3％の失業率はいまや政府に有効需要の拡大を命ずる水準ではなくな
っている。しかもインフレ懸念の高まりは最近指摘されたことではない。1984年9月17日号の“U．S・
News＆World　Report”誌は早くも「未充足求人数の増加が米国のインフレ懸念を煽っている」5）
と述べており、景気の拡大に警鐘を鳴らしていた。因みに前の月の失業率は7．5％で、以前なら雇用
法の定めるところに従い政府に金融財政政策の発動を命ずべき水準であった。しかし、そうした意見
は殆ど聞かれなかった。
　雇用法の成立から約40年、世界経済はその間目覚ましい変貌を遂げた。経済理論もまた、ある時は
経済の急激な変化に戸惑いながらも、時代に適合したより新しい理論を構築してきた。勿論、労働市
場も例外ではない。既に明らかなように、雇用、翻って失業に対する米国政府の対応は、以前とは著
しい相違を見せている。一体、この相違は何に由来するのか。完全雇用水準或るいは自然失業率の変
化に根差すのか、仮りにそうであるならその原因は何であるのか、或るいは新たな失業理論が旧来の
考え方に修正を加えたのか……。こうした疑問に解答を見出すこと、それが本稿の主旨である。
　本論文は構成上、以下4部に分かれている。まず1では、第2次大戦後の失業率の推移を巨視的視
点より概観する。llでは、異なった視点から失業に検討を加える。労働力は人種、性、或るいは年齢
層別に「非集計化」（Disaggregate）される。更に、新たな失業率の定義のもと失業を動態的視点か
ら考察する。新たな失業理論は皿で展開される。この新理論は旧来の失業概念を大きく塗り替えた。
そこには、あの大恐慌の時、巷に溢れた失業者の姿は影も形も見えない。そして最後に、新たな理論
が果たして現実に即しているのか、まとめてみる。
　失業問題はかつて、有効需要の不足との関連で論じられてきた。米国議会が雇用法を成立させたの
も、米国政府がこの法律に従って完全雇用の達成に努めたのも、資本主義経済の不安定性に対し政府
が均衡輪の役割を果たすとの考えに基づいていた。しかし、今日、失業にはより多様な側面が存在す
る。失業に対する概念は修正を迫られているのかもしれない。
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1米国失業の概観
　ここではまず、失業率の趨勢的変化を概観するため、米国を始めとする主要先進諸国の失業率の推
移を消費者物価との関連で論じることとする。その後、米国の失業率、特に自然失業率の変化に焦点
を当てる。
　表1には、主要先進6ケ国の失業率と消費者物価指数変化率の推移が1960－87年に渡って示されて
いる。まず失業率の動きを見よう。1960年代前半、各国の失業率は米国を除きかなり低い値を示して
いる。これは各国経済が概ね好況であったことを物語る。米国の失業率は1963年以降、一貫した低下
表1　失業率と消費老物価上昇率！）
　　　（の　　　（P） （単位：％）
米　　　国 日　　　本 英　　　国 西　ド　イ　ツ フ　ラ　ソ　ス イ　タ　リ　ア
年　次 叫・ ・Tア π　　　　ρ κ　　　　P
1960
@61
@62
@63
@64
@65
@66
@67
@68
@69
5．5
U．7
T．5
T．7
T．2
S．5
R．8
R．8
R．6
R．5
1．6
P．0
P．1
P．2
P．3
P．7
Q．9
Q．9
S．2
T．4
1．7
P．5
P．3
P．3
P．2
P．2
P．4
P．3
P．2
P．1
3．5
T．4
T．6
V．8
R．7
U．7
S．9
S．1
T．3
T．2
2．2
Q．0
Q．7
R．3
Q．5
Q．1
Q．3
R．3
R．2
R．1
1．0
R．3
S．3
Q．0
R．2
S．8
R．9
Q．5
S．8
T．2
1．1
O．6
O．6
O．5
O．4
O．3
O．3
P．3
P．1
O．6
1．3
Q．3
R．1
Q．9
Q．3
R．3
R．6
P．6
P．6
P．9
1．6
P．4
P．3
P．2
P．3
P．4
P．7
P．8
Q．4
Q．2
4．2
R．3
U．0
S．8
R．4
Q．5
Q．7
Q．7
S．5
U．5
3．7
R．2
Q．8
Q．4
Q．7
R．5
R．7
R．4
R．5
R．5
2．4
Q．2
S．6
V．4
T．9
S．6
Q．3
R．7
P．4
Q．7?????4．9
5．9
5．6
4．9
5．6
8．5
7，1
7．1
6．1
5．8
5，9　　　1．2　　　7．7　　　3．1　　　6．4
4．3　　　1．3　　　6．1　　　3．9　　　9．5
3．3　　　1．4　　　4．5　　　4．2　　　7．2
6．2　　　1．3　　11．7　　　3．2　　　9．1
11．0　　　1。4　　24．5　　　3．1　　16．0
9．1　　　1．9　　11．8　　　4．6　　24．2
5．8　　　2．0　　　9．3　　　5。9　　16．6
6．5　　　2．0　　　8．1　　　6．4　　15．8
7．7　　　2．3　　　3．8　　　6．3　　　8．3
11。3　　　2。1　　　3。6　　　5．4　　13．4
0．5
0．6
0．7
0．7
1。6
3．4
3．4
3．5
．3
3．0
??????????2．5　　　5．2
2．7　　　5．5
2．8　　　6．2
2．7　　　7．3
2．9　　13．7
4．2　　11。8
4．5　　　9．6
5，0　　　9．4
5．4　　　9．0
6．0　　10．8
3．2　　　4．9
3．3　　　4．8
3。8　　　5．8
3。7　　10．7
3．1　　19．1
3．4　　17．0
3．9　　16．8
4．1　　17．0
4．1　　12．1
4．4　　14．8????7．1
7．6
9．7
9．6
7．5
7．2
7．0
6．2
13．5
10．4
6．1
3．2
4．3
3．6
1，9
3．7
2．0
2．2
2．4
2．7
2．8
2．6
2．8
2．8
8．0
4．9
2．7
1．9
2。2
2．0
0．6
0．1
7．0
10．5
11。3
11．9
11．7
11．2
11．1
10．0
18．0
11．9
8．6
4．6
5．0
6．1
3．4
4．2
2．9
4．1
5．8
7．1
7．4
7．5
7．2
7．2
　5．3
　6．3
　5．3
　3．3
　2．4
　2．2
－0．2
0．2
6．4
7．5
8．3
8．5
9．9
10．4
10．7
11．1
13．5
13．1
12．1
9．3
7．4
5．8
2．7
3．1
??????21．2
18．7
16．3
15．0
10．8
9．2
5．8
4．6
資料　1）United　States　Government，　Economic　Repart　of　the　Presidentt　1988．
註1）uは軍人を除く、Pは対前年比。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－209一
傾向を見せている。「偉大な社会」の建設を旗印に、米国が完全雇用の達成に向かった時期と軌を一
にしている。失業率は5．7％（1963年）から3．5％（69年）へと改善した。その他の国の失業率は60年
代半ぽ以降、日本を除き悪化の兆しを見せ始めた。しかし60年代は概ね低失業の10年と総括出来よ
う。70年代、状況は一変する。各国の失業率は趨勢的悪化を示している。特に半ぽ以降、その度合い
は著しく、失業率の悪化が加速度的に進行したことを明示している。更に、この傾向は80年代にも引
き継がれ、フランスと英国では二桁の失業率を記録する迄になった。各国の失業率を60年代と比較す
るなら、その差は歴然としている。特にフランス、西ドイツ、英国での悪化は著しい。この傾向は80
年代半ぽ以降、漸く鈍化の兆しを見せ始めた。中でも米国の失業率改善は顕著である。しかし依然と
して、特に西欧諸国は高失業の深みにはまったままの状態であり、改善は遅々として進んでいない。
　では、消費者物価の動きを失業と重ね合わせてみよう。1960年から今日迄の経済を2つの指標の動
きから概観するなら、60年代は失業率の持続的低下による完全雇用の達成と、その代償とも思えるイ
ソフレ悪化の兆しが徐々に顕在化した時期と位置付けられる。経済が完全雇用に近づくにつれ、イン
フレは「クリーピング・インフレーション」（Creeping　Inflation）から次第にその足音を高めていっ
た。そして、二度に渡る石油危機を弾みにインフレは70年代、一挙に加速したのである。同時に失業
率も大幅な悪化を示した。スタグフレーションが世界経済を襲ったのである。80年代に入ると、物価
は徐々に落ち着きを取り戻した。しかし、失業は一向に改善が進まぬぼかりか、特に西欧諸国では一
層深刻になっている。こうした中、80年代半ぽを過ぎ、失業改善の兆しが漸く見え始めた。ところ
が、こうした明るい兆しと軌を一に、インフレ懸念も芽生え始めている。その論拠は経済が既に完全
1
図1　米国の失業率と自然失業率の推移
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????????????（????）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年次
出所：R．Dornbush　and　S．　Fisher，　Macroeconomics，（4th　ed．：
　　New　York：McGraw－Hi11，1987），　p．553．
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雇用を上回っていることである。因みに失業率は米国5．6％（1988年8月）、日本2．68％（1988年1～
3月）、西ドイツ8．9％（1988年6月）等で、60年代の水準を遙かに上回っている。かつての完全雇用
水準はもはや過去のものでしかない。
　では、労働市場に何が起きたのか。図1は米国の現実の失業率と自然失業率の推移を表している。
自然失業率は戦後一貫して、3．5％から4．5％の範囲内と考えられていた。しかし、60年代末以降、上
昇趨勢を見せており、現在は5．5％から6．5％の範囲と見なされている。自然失業率が上昇したのであ
る。では、なぜ上昇したのか。自然失業率は勿論一定の数値ではない。労働市場における情報の不完
全さ、労働力の人口構成、各種職業で働くことへの障害の有無とその程度等々、様々な要因が常時自
然失業率に変化圧力を加えている。米国の場合、主婦層の高学歴化、余暇時間の増大、社会参加意欲
の高まり等を反映した女子労働力の急増、進学率の上昇を背景とした若年労働力の流動性の高まり、
パートタイム労働力の増加、更に失業保険を始めとする失業者への援助の拡充等が、自然失業率上昇
の原因に挙げられている。
　インフレ懸念の囁かれる昨今、失業率が依然高水準に留まっているのは有効需要の不足ではなく、
労働市場での構造変化に起因している。自然失業率は雇用法の成立時、或るいは60年代と比較しても
高まっている。既述した米国政府の対応の違いはこの点から説明されよう。
IIr非集計的」、「フロー」視点からの米国失業
　自然失業率はなぜ上昇したのか。別の問い方をするなら、今日、経済が完全雇用にあるにもかかわ
らず、なぜ失業率は依然高水準に留まったままなのか。1の最後で、女子、若年、パートタイム労働
力の増加、そして失業老への救済借置の拡充が自然失業率を押し上げたとの見解を示した。ここでは
上記の点を確認しつつ、米国の失業実態の把握に努める。この目的のため、米国の失業をまず非集計
化する。「集計」（Aggregate）データのみに限定した観察は木を見ずして森を見ることに他ならぬか
らである。失業は次に、従来の「ストック」概念から離れ、「フロー」概念から検討される。
　1．「非集計的」視点
　1960－87年の米国集計失業率は先に示した通りである（表1）。この集計値は平均値でもあり、経
済を巨視的視点から捉えるには都合が良い。しかし欠点も併せ持つ。それは集計値が時として、より
低い次元で発生する現象を覆い隠すことである。ここに、非集計化の必要性が生ずる。
　表2では、米国労働力が人種、性、年齢層別に分類され、各グループ毎の1960－87年の失業率が示
されている。まず驚くことは黒人男女各16－19歳グループの失業率の高さである。ほぼ完全雇用にあ
る年、例えぽ1987年、上記2グループの失業率は順に34．4％と34．9％で、実に3人に1人が失業状態
にあった。集計失業率はこの年、6．2％であった。また集計値が3．5％であった1969年、上記2グルー
プの失業率はそれぞれ21．4％と27．6％であった。集計値の最も高い1982年、上記2グループの約半数
は職の無い状態であった。若年労働力の高失業は黒人に限ったことではない。白人も同様であるQ白
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表2　人種、性、年齢層別失業率
白　　人 非白人、黒人（1972年以降）
男　性 女　性 男　性 女　性
年次 失業率 白　人
ｸ業率全年齢 16－19ﾎ 20歳ﾈ上全年齢 16－19ﾎ 20歳ﾈ上
非白人
普@人
ｸ業率全年齢 16－19ﾎ 20歳ﾈ上全年齢 16－19ﾎ 20歳ﾈ上
10．2
P2．4
P0．9
P0．8
X．6
W．1
V．3
V．4
U．7
U．4
W．2
X．9
P0．0
10．7
P2．8
P0．9
P0．5
W．9
V．4
U．3
U．0
T．6
T．3
V．3
X．1
W．9
24．0
Q6．8
Q2．0
Q7．3
Q4．3
Q3．3
Q1．3
Q3．9
Q2．1
Q1．4
Q5．0
Q8．8
Q9．7
9．6
P1．7
P0．0’
X．2
V．7
U．0
S．9
S．3
R．9
R．7
T．6
V．3
U．9
9．4
P1．9
P1．0
P1．2
P0．7
X．2
W．7
X．1
W．3
V．8
X．3
P0．9
P1．4
24．8
Q9．2
R0．2
R4．7
R1．6
R1．7
R1．3
Q9．6
Q8．7
Q7．6
R4．5
R5．4
R8．4
8．3
P0．6
X．6
X．4
X．0
V．5
U．6
V．1
U．3
T．8
U．9
W．7
W．8
黒　人
1960
P961
P962
P963
P964
P965
P966
P967
P968
P969
P970
P971
P972
P972
P973
P974
P975
P976
P977
P978
P979
P980
P981
P982
P983
P984
P985
P986
P987
5．5
U．7
T．5
T．7
T．2
S．5
R．8
R．8
R．6
R．5
S．9
T．9
T．6
T．6
S．9
T．6
W．5
V．7
V．1
U．1
T．8
V．1
V．6
X．7
X．6
V．5
V．2
V．0
U．2
5．0
U．0
S．9
T．0
S．6
S．1
R．4
R．4
R．2
R．1
S．5
T．4
T．1
T．1
S．3
T．0
V．8
V．0
U．2
T．2
T．1
U．3
U．7
W．6
W．4
U．5
U．2
U．0
T．3
4．8
T．7
S．6
S．7
S．1
R．6
Q．8
Q．7
Q．6
Q．5
S．0
S．9
S．5
S．5
R．8
S．4
V．2
U．4
T．5
S．6
S．5
U．1
U．5
W．8
W．8
U．4
U．1
U．0
T．4
14．0
P5．7
P3．7
P5．9
P4．7
P2．9
P0．5
P0．7
P0．1
P0．0
P3．7
P5．1
P4．2
P4．2
P2．3
P3．5
P8．3
P7．3
P5．0
P3．5
P3．9
P6．2
P7．9
Q1．7
Q0．2
P6．8
P6．5
P6．3
P5．5
4．2
T．1
S．0
R．9
R．4
Q．9
Q．2
Q．1
Q．0
P．9
R．2
S．0
R．6
R．6
R．0
R．5
U．2
T．4
S．7
R．7
R．6
T．3
T．6
V．8
V．9
T．7
T．4
T．3
S．8
5．3
U．5
T．5
T．8
T．5
T．0
S．3
S．6
S．3
S．2
T．4
U．3
T．9
T．9
T．3
U．1
W．6
V．9
V．3
U．2
T．9
U．5
U．9
W．3
V．9
U．5
U．4
U．1
T．2
12．7
P4．8
P2．8
P5．1
P4．9
P4．0
P2．1
P1．5
P2．1
P1．5
P3．4
P5．1
P4．2
P4．2
P3．0
P4．5
P7．4
P6．4
P5．9
P4．4
P4．0
P4．8
P6．6
P9．0
P8．3
P5．2
P4．8
P4．9
P3．4
4．6
T．7
S．7
S．8
S．6
S．0
R．3
R．8
R．4
R．4
S．4
T．3
S．9
S．9
S．3
T．1
V．5
U．8
U．2
T．2
T．0
T．6
T．9
V．3
U．9
T．8
T．7
T．4
S．6
10．4
X．4
P0．5
P4．8
P4．0
P4．0
P2．8
P2．3
P4．3
P5．6
P8．9
P9．5
P5．9
P5．1
P4．5
P3．0
9．3
W．0
X．8
P4．8
P3．7
P3．3
P1．8
P1．4
P4．5
P5．7
Q0．1
Q0．3
P6．4
P5．3
P4．8
P2．7
31．7
Q7．8
R3．1
R8．1
R7．5
R9．2
R6．7
R4．2
R7．5
S0．7
S8．9
S8．8
S2．7
S1．0
R9．3
R4．4
7．0
U．0
V．4
P2．5
P1．4
P0．7
X．3
X．3
P2．4
P3．5
P7．8
P8．1
P4．3
P3．2
P2．9
P1．1
11．8
P1．1
P1．3
P4．8
P4．3
P4．9
P3．8
P3．3
P4．0
P5．6
P7．6
P8．6
P5．4
P4．9
P4．2
P3．2
40．5
R6．1
R7．4
S1．0
S1．6
S3．4
S0．8
R9．1
R9．8
S2．2
S7．1
S8．2
S2．6
R9．2
R9．2
R4．9
9．0
W．6
W．8
P2．2
P1．7
P2．3
P1．2
P0．9
P1．9
P3．4
P5．4
P6．5
P3．5
P3．1
P2．4
P1．6
資料：United　States　Government，　Ecomomic　RePort　Of　the　P7θ画鹿〃’，1988．
人16－19歳の失業率は常に集計値の2～3倍、そして白人20歳以上のグル7プの3倍程度にも達す
る。黒人の失業率が白人と比較して高いことも顕著である。白人のほぼ2倍である。
　女性の失業率も男性と比べて若干高くなっている。1960－87年において、白人男性の失業率が白人
女性を上回ったのは三度しかない（1982、83、87年）。黒人の場合も七度に過ぎない（1960、61、80～
83、86年）。8グループ中、最も低い失業率を記録しているのは白人男性20歳以上のグループである』
彼等の失業率は白人女性20歳以上グループと共に、集計値を常に下回っている。
　従って、一般に失業率は成人労働力より若年労働力の方が、白人より黒人の方が、そして男性より
女性の方が高い傾向を持っている。全グループの失業率が集計値と共に上昇趨勢にあることも見逃し
てはならない。
　集計失業率は各グループの失業率の加重平均値であり、次のように表される。
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　　　　　　N　　　　　　　　　　　　　　　N　　　　　u＝Σ勘疏、ただしΣw，＝・1　　　　　（1）　　　　　表3　高失業グループの労働力構成比
　　　　　　i＝1　　　　　　伺　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
　　　　　　u二集計失業率
　　　　　　Ui：グループiの失業率
　　　　　　Wi：グループiの労働力構成比で、全労働人
　　　　　　　　口に占めるグループiの労働人口比率
　（1）式は集計失業率が各グループの失業率とその構成比と
に依存することを意味する。黒人16－19歳グループの失業
率がいかに高くとも、その構成比が小さけれぽ集計値への
影響は限定的でしかない。然るに、上記グループの失業率
と集計値との大幅な差違はこのグループの労働力構成比の
低さによる、と考えられる。反対に構成比の高いグループ
は集計値に大きな影響を与える。しかし構成比は不変では
ない。社会的或るいは経済的要因等が各グループの構成比
を時々刻々と変化させている。
　米国の相対的高失業グループ、16－19歳の若年労働力、
黒人労働力、そして女性労働力の構成比の推移が表3に示
されている。仮りにこれらの労働構成比に増加趨勢が認め
られるなら、集計失業率は上昇圧力を受けていることにな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：United　States　Government，　E一
る。若年労働力は1960年の7．0％から74年の9．5％迄、ほ　　　　　conomic　RePort　ot　the　President，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1988．ぼ一貫した増加趨勢を示している。戦後のベビーブーム世　　註　：1）1971年以前は非白人の数値
代が大挙、労働市場に押し寄せたためである。しかし構成
比はその後、以前とは逆に一貫した減少傾向にあり、1987年には6．5％と、60年の水準を0．5ポイント
下回る迄低下している。この要因は出生率の低下であり、米国経済はその影響を徐々に認識し始めて
いる。自然失業率の上昇に対し、幾つかの要因が挙がっている。若年労働力の増加も既述の通り、そ
のうちの1つに数えられる。若年労働力の失業率は1974年に16．0％であり、集計失業率5．6％のうち
1．52ポイント或るいは27．1％を説明していた6）。このグループの労働力構成比が当時、9．5％であった
ことから判断するなら、この数値はかなり高い値である。しかし、1．52ポイントのうちこのグループ
の1960－74年の労働力構成比の上昇に基づくのは、僅か0．4ポイント（26．3％）に過ぎない7）。全て
の失業の7％である。従って若年労働力の高失業率はその構成比の上昇より、むしろ彼等の失業率の
高さ自体とその上昇趨勢に起因していると考えられる。ましてや1975年以降、彼等の構成比は減少し
続けている。
　黒人労働力の構成比は1972年以降、僅かながら増加している。このグループは1972年の集計値を
1．04ポイント（18．6％）、87年には1．40ポイント（22．6％）押し上げた。彼等の構成比と比較すれぽ、
やはり高い値である。しかし、黒人労働力の高失業率とその増加趨勢に対して、彼等の構成比の増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一213一
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が寄与する度合いは限定的でしかない8）。
　では、女性労働力の構成比の推移を見てみよう。構成比は過去28年間、一貫した上昇趨勢を示して
いる。労働力に占める割合は33．4％から44．8％へと上昇を遂げている。このことを裏返すなら、過去
28年間、男性労働力は約67％から約55％へと構成比を減らしたことになる。女性の社会進出を裏付け
る数値である。女性労働力は1960年に集計値を1。97ポイント（35．8％）、87年には2．78ポイント（44．8
％）押し上げた計算になり、集計失業率に占める割合はその構成比とほぼ同一である。また、1987年
の上記数値のうち過去28年間の構成比増から説明可能なのは0．71ポイント（25．5％）或るいは87年の
全失業の11．5％になる9）。今日の高失業の原因として、女性の労働力への参入の高まりを挙げる者は
多い。女性労働力は確かに構成比を高めている。しかしこの趨勢から説明出来るのは全失業の1割強
に過ぎない。
　労働力に占める相対的高失業グループ、若年、黒人、女性労働力はその構成比を高めている一た
だし若年労働力は1974年迄一。従って、この構成比の上昇が自然失業率、ひいては現実の失業率を
押し上げたとも考えられる。しかし、例えそうであれ、その度合いは限られたものでしかない。それ
ゆえ、今日の高失業の原因を上記グルLプの構成比増のみに帰すことは不十分で、むしろこうしたグ
ループの高失業率自体とその上昇趨勢に眼を向けることこそ重要である。
　2．「フロー」視点
　ここでは、別の視点から米国の失業に焦点を当てる。それは「フロー」からの視点である。
　まず失業の定義から始める。失業者とは現在職に就いておらず、過去4週間に積極的求職活動を展
開した労働者である。更に、求職活動を行なわずとも、一時解雇された後再雇用の連絡を待っている’
者、或るいは4週間以内に新たな職に就くことが決まっていて現在その就業開始日を待っている者も
加えられる。この定義に従うなら、現在職に就いていない者で積極的求職活動を行なっていない者は
一時解雇者や既に雇用先の決まった者でない限り、失業者の定義から外れ、労働力から退出したと見
敬される。
　人は様々な理由から失業状態に陥る。非労働力から失業へと「流入」（Inflow）する人々には、学
齢期を終え求職活動に乗り出す者、或るいは一時的に労働力から退いていたものの新たな雇用先を求
めて再び労働力へ参入する者等が考えられる。また、労働力内で雇用状態から失業に流入する人々に
は、より待遇の良い職を求めて転職する者、何らかの理由から一時解雇或るいは解雇される者等が含
まれよう。一方、こうした失業者のうち雇用先を見出した者、或るいは一時解雇された先から再雇用
の連絡を受け取った者は、雇用状態へと「流出」（Outflow）する。求職活動を停止することで失業か
ら流出する者も存在する。
　以上の流出入を簡単なフローチャートで表すと、図2のようになる。この図より、失業の増減は次
のように解釈される。失業への流入が失業からの流出を上回る時、失業は増加する。反対に、失業か
らの流出が流入を上回る時、失業は減少する。そして流出入が一致する時失業水準は均衡する。この
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図2　失業の流出入
流　入
・労働力への新規参入
・　　〃　　再参入
・離職
・一梔?ﾙ、解雇
流　出
・新規雇用
σ一梔?ﾙ者の再雇用
・労働力からの退出
時、経済は完全雇用水準或るいは自然失業水準に到達する。
　では、この流出入の規模は一体どの位なのか。残念ながら正確な値は把握出来ない。そこで、労働
力の企業への流入と企業からの流出という逆の見地から解答を探ってみたい。表4は米国で製造業を
営む各企業が毎月どの位従業員数を増やしているのか、そして減らしているのか示している。対象は
1981年。表中の数値は従業員100人当たりの値である。この年、米国製造業各社は月平均で3．2％雇用
を追加している。そのうち2．0％は新規採用で、残り1．0％は各社が一時解雇していた者である。同時
に、月平均で3．6％の労働者が各企業から離れていった。その内訳は1．3％が任意離職、L6％が一時
解雇、そして残り0．7％が解雇を含むその他に分類される。以下、特に3つの点に言及する。まずは
労働力の流出入が共に3％を越える高水準にあること。第2は製造業各社が月平均で3．2％もの労働
力を追加していること。しかも、この年の失業率は全体で7．6％と高水準にあった。そして第3は製
造業に従事している労働力の1．3％が任意に離職していることである。経済が高失業水準にあるにも
かかわらず、労働力は顕著な流動を見せている。以上の観察より、図2で示された失業の流出入もま
た、かなりの水準に達すると推測される。
表4　米国製造業の平均的企業の雇用増減 （単位：％）
雇　　　用　　　増
?
用　　　減
計1新採用再採用 計 離 剛一時劇その他
・．・1…1 1．0 ・・61 …1… 0．7
出所：R．Dornbush　and　S．　Fisher，　Macroeconomics，（4th　ed．：New　York：
　　McGraw－Hill；1987），　p．543．
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　更に、別の視点から失業を考えてみよう。失業率は失業期間と失業頻度との関数としても表され
る。
　　　　　u－f（D，　n），9t．嘉＞o　　　　　　　　　　　（2）
　　　　　　　1）：労働者が失業状態に留まっている平均期間
　　　　　　　n：一定期間において、労働者が失業状態に陥る平均回数
（2）式は失業が長期化する程、そして失業頻度が増加する程、失業率が高くなることを示す。また、自
然失業率を上記の要領で表すことも可能である。
　　　　　u・一！（D・，・n＊），券，霧＞o　　．　．　　　　　　（2’）
＊印は自然水準を意味する。
　では、失業期間と失業頻度が実際どの程度なのか明らかにする。まずは失業期間である。表5は米
国の1969、82、87年という3年の調査結果である。69年と87年をここで選択したのは経済がほぼ完全
雇用状態にあったからである。82年は近年最も失業率が高かったため選択した。我々は表5から現代
の失業の一端を知ることが出来る。1969年の失業者のうち、実に6割近くが4週間以内に失業を終え
ている。更に、5～14週間で失業を終えた者を加えると、9割近くもの失業者が3ケ月以内に失業を
終えている計算になる。一方、6ケ月以上もの長期失業に苦しんだ者は5％にも満たない。1982年、
失業は長期化の様相を呈した。4週間以内の失業者は36．4％へと減少し、反対に6ケ月以上の長期失
業者は16．6％に増加した。失業の深刻化が叫ばれた年であった。しかし3ケ月以内に失業を終えた者
が7割近くを占めていたのも事実である。5年後の87年、失業の改善が見てとれる。6ケ月以上の長
期失業老の割合は微減に留まったが、4週間以内に失業を終えた者は43．7％に迄回復した。表5は失
業者の多くが短期失業者である事実を明らかにするのである。
　次に、労働力を再び非集計化してみる。表6は1969年4月の失業者を若年、成人男子、成人女子に
3分類したうえで、各グループの失業期問を示している。3つのグループ中、失業の最も短いのは若
年労働力である。若年失業者の約60％は4週間以内、或るいは約85％が3ケ月以内で失業を終えてい
る。反対に、最長失業期間を経験しているのは成人男子である。4週間以内で失業を終える割合は5
表5　失業期間の分布　　（単位：％） 表6　グループ別失業期間の分布　　（単位：％）
失　　業　　期　　間（週） 失　　業　　期　　間（週）
年次 失業率 ・一・レ・41・5－26127一 グループ ・一・1・－14［15－26［・7一
1969
@82
@87
3．5
X．7
U．2
57．5
R6．4
S3．7
29．2
R1．0
Q9．6
8．5
P6．0
P2．7
4．7
P6．6
P4．0
男女　16－19歳
j性　20歳以上
乱ｫ20歳以上
60．1
S7．9
T5．1
25．6
Q6．2
Q5．6
7．3
P8．4
P4．5
7．0
V．4
S．9
資料：United　States　Government，　Economic　Report出所：R．　E．　Ha11，“Why　Is　the　Unemployment　Rate
Of　the　President，1988．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－216一
So　High　at　Full　Employment？”，　in　Brooleings
Papers　on　Economic　Activity，（Vol．3：1970），
p．385．
割に満たない。しかも、6ケ月以上の失業老の割合は7．4％と最も高い。従って、失業期間から考え
る限り、（2）式の示すように若年労働力の失業率が最も低く、かつ成人男子の失業率が最も高くなけれ
ぽならない。しかし現実は逆である。失業率を決定するもう1つの要素、失業頻度を観察する必要性
がここに生ずる。
　失業頻度の推定は70年代以降、多くの経済学者により試みられてきた10）。ここでは、ペリー（G．L．
Perry）の分析を中心に探ってみる11）。
　1972年の米国失業実態を分析したペリーは、全体の失業率或るいは集計失業率、男女各4グループ
の失業率、失業期間、そして失業頻度との関係を推定したうえ、集計失業率が3～7％の時の上記変
数の値とその変化を求めている（表7）。表7では労働力が更に細かく分類されているが、我々が既
に示した特徴が一層明らかになっている。つまり、所与の集計失業率のもと、各グループの失業率は
年齢と共に低下する一方、失業期間は逆に年齢と共に長期化している。
　では失業頻度はどうか。失業頻度は失業期間と逆の動きを示す。労働力の年齢が高まるにつれ、失
業頻度は男女とも減少傾向を見せている。例えぽ5％の失業水準では、男女16－19歳の若年労働力が
年2回近く失業するのに対し、25歳を越えると男子で4～5年に1回、女子で1．5～3年に1回の頻
度となっている。尚、女子の失業頻度は男子と比較して若干高い。
　次に、集計値の変化に対する失業期間と失業頻度の弾力性を検討する。表7の右側のコラムが意味
するのは、例えぽ集計失業率が3．0％から4．0％へ1ポイント上昇する時、男子16－19歳の若年労働力
の失業率は29％も上昇するが（8．9％から11．5％）、そのう’ｿ11％は失業率の長期化（3．3週から3．7
週）により説明される一方、残り16％は失業頻度の増加（年1．4回から1．6回）による、ということで
ある。集計率の上昇は8グループ全ての失業期間と失業頻度を増し、その結果、各失業率を押し上げ
ている。しかし、弾力性は失業頻度の方がより高く、失業頻度の増加こそ失業率の上昇をより多く説
明すると言えよう12）。先に、年齢と共に失業期間の長期化する傾向が各グループの失業率の実態と相
反することを指摘した。事実、各グループの失業率は年齢と共に低下していた。しかし、いまやこの
逆説は失業頻度により説明される。失業率に対する失業頻度の影響は失業期間による影響を十分相殺
するぽかりか、凌駕するに至っている。その結果、各グループの失業率は失業期間の傾向とは逆に、
年齢と共に減少することになる。
　更に、失業頻度の経時的動きを失業期間と共に観察する。表8には、表7における失業率5％時の
各数値と一1972年の状況と近似する一失業率4．1％の1956年の数値が与えられている。右端のコ
ラムには、1956年と72年とを比較した各グループの失業率の差が失業期間と頻度のそれぞれの変化に
基づく割合に分けられている。例えぽ、男子16－19歳の若年労働力の失業率は10，7％から14・0％と31
％も上昇したが、失業期間は逆に17％も短縮し、頻度は58％も増加している。このことは彼等の失業
率の変化のうち殆どが失業頻度の増加から説明されることを意味する。グループ失業率が60％も上昇
した10代の女性の場合、失業率上昇の殆どは失業頻度の増加から説明される。他のグループも概ね同
様である。我々はここで、1つの結論を得た。それは、失業率の変化の圧倒的部分が失業頻度の増加
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表7　集計失業率とグループ別失業率、失業期間、失業頻度との関係
集計失業率の変化に対する弾力性（％）
（Ut） （D） （n）
?????????????????????????????????????????．????????????????????????????????????????????????????????????????????????．??????…??????????????
??????????????????????????。?，?．??????…????．??．?????????????????????????????????????????????????? ??? ???? ? ? ???? ? ???????????。?．?，?。?。????．???。????????????????????????????????????????????
??????」??????? ??女
???? ?4202
???? ??必一25
???? ? ?餌一45
????????ー??
???? ? ー?? ?
??????????
??????????????????????
??????
???? ｛ ???
???????? ??
???????? ?? ?????? ?? ???? ?． ???
．??????．??
?
…???…??…??
25
P9
P5
P2
????… ??…???
出所：G。L．　Perry，“Unemployment　Flows　in　the　U．　S．　Labor　Market”，　in、Brookings　Papers　on　Economic
　　Activity，（Vo1．2：1972），　p．259．
から説明される、ということである。反対に、失業期間の変化は僅かでしかない。
　以上の分析から、米国の失業実態は次のように要約される。第1に、労働力を構成する異なったグ
ループ間には顕著な失業率格差が存在する。失業率は年齢の高い者より低い者の方が、白人より黒人
の方が、そして男性より女性の方が高くなっている。第2に、極めて多数の者が失業状態を通過す
る。失業を巡るフローは極めて高水準にある。第3に、失業期間は年齢と共に長期化している。尚、
男女間では女性の失業の方が若干長い。第4に、失業頻度は期間とは逆に、年齢と共に減少してい
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表8　グループ別失業率、失業期間、失業頻度の変化
1956年 1972年の仮説値 各々の変化率（1956－72）（％）
グループ グループ
ｸ業率 失業期間 失業頻度
グループ
ｸ業率 失業期間 失業頻度 （Ul） （z）） （π）殉（％） 1）（週） π（回年） 絢（％） D（週） ㌶（回／年）
男性
16－19 10．7 4．8 1．2 14．0 4．0 1．8 31 一17 58
20－24 6．5 4．6 0．7 8．4 4．8 0．9 29 3 25
25－44 2．6 5．5 0．2 2．9 5．8 0．3 10 6 4
45－64 2．9 6．6 0．2 2．5 6．9 0．2 一13 4 一17
女性
16－19 9．0 4．1 1．1 14．4 3．9 1．9 60 一6 70
20－24 6．6 4．9 0．7 7．9 4．0 1．0 20 一18 48
25－44 4．8 5．0 0．5 ’5．1 4．4 0．6 6 一12 21
45－64 4．0 5．6 0．4 3．3 5．4 0．3 一16 一4 一13
出所：G．　LPerry，“Unemployment　Flows　in　the　U．　S．　Labor　Market”，　in　Brooleings　Papers　on　Economic
　　Activity，（Vo1．2：1972），　p．264．
る。男女間比較では、女性の失業頻度が男性を上回っている。そして最後に一これが最も重要なこ
とであるが一、米国の失業率の高さは、頻繁にそして短期間だけ失業を通過する労働力により維持
されている。この傾向は特に若年労働力に顕著だ。更に、失業率の上昇趨勢は失業の長期化ではな
く、むしろ頻度の増加からもたらされている。
　今日の失業率の高さは若年労働力や女性労働力の単なる労働力構成比の上昇からは説明され得ない
一特に若年労働力はその構成比を低下させている一。むしろ、黒人労働力を含めた若年及び女性
労働力の失業率自体の高さとその上昇趨勢から説明される。この原因は少数の労動力が長期に渡って
失業に苦しんでいるからではなく、多数の労働者が頻繁にしかも短期間だけ失業を繰り返すからであ
る。
　では、なぜ失業は繰り返されるのか。皿1において、その解答を探ることにする。
III　「探索失業理論」
　失業問題はケインズの『一般理論』以降、有効需要の不足との関連で論じられてきた。従って政府
による有効需要の拡大こそ失業問題の処方箋であった。しかし、今日、失業は新たな視点から論じら
れている。微視的視点及び動態的視点から、労働力を供給する側に焦点を当てている。人はなぜ頻繁
に失業を繰り返すのか、この解答を新たな失業理論、「探索失業理論」（ASearch　Theory　of　Un・
employment）に求めてみよう13）。
　ここではまず、探索失業理論を取り上げる。この理論は過去20年間で最も目覚ましい理論的発展を
遂げた分野の1つに数えられる。次に、失業を減らすための方策がこの探索理論をも1とに提示され
る。有効需要の拡大策に替わる方策とは、一体何か。そして、この理論が果たして現実に即したもの
．なのか、最後に批判を加える。
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　1．「探索失業理論」
　探索失業理論はワルラス的一般均衡理論と不完全市場理論との結合である。市場では競争が支配
し、独占力は存在しない。しかしながら、ワルラス的一般均衡理論とは異なり、完全情報は仮定され
ない。アルチャン（A・A・Alchian）はワルラス流の完全情報の公準を以下2つの定理で置き換えて
いる14）。第1は情報の生産と獲得が生産の法則に従って行なわれること。つまり、より迅速な情報の
獲得と普及はより大なる費用を必要とする。第2は情報活動への特化が効率的であること。その結
果、情報の生産或るいは活用に、一時的或るいは恒常的に従事する専門家が存在することになる。上
記2つの定理を労働市場に応用すると、探索失業理論は労働者の合理的選択としての職探し失業に説
明を与える。アルチャンは「在職中の求職と“職の発見”がより困難であるならぽ、情報の“生産”
と情報発見のための効率的投資形態として、一時的な失業を選択する理由が存在する」15）と述べてい
る。つまり、職探しのため失業に陥った労働者とは、求人情報の収集活動に自らを雇用しているわけ
である。
　更に、この理論は次の2つの基盤の上に成立する。まずは各労働者が富の極大化を図ること。労働
者は常に現在より待遇の良い職に移ることを希望し、転職による限界収益が失業の限界費用を上回る
と期待する時、失業を選択する。第2は職の異質性である。全ての職があらゆる面で同質なら、労働
者が転職する必然性はない。失業者の場合は初めに提示される雇用機会をただ受け入れれば済む。そ
うならないのはより待遇の良い職の存在が期待されるからである。雇用側も同様である。求人への応
募者があらゆる面で同質なら、面接は無意味だ。雇用主はただ最初の応募者を迷うことなく雇用すれ
ぽ良い。
　探索失業理論は以上の理論的背景を基礎に展開されてきた。本稿では、モーテンセン（D，T．　Mor－
tensen）の分析を主に、この理論に検討を加える16）。
　モーテンセンはまず、以下の仮定を揖く。初めに、各労働者は求人企業がどの程度の技能水準を持
った人材を採用したがっているのか、そしていくら位の賃金を提示するのか、完全な情報を持ち合わ
せていない。労働者の把握している唯一の情報とは、企業が各々の技能水準に提示する賃金の確率分
布である。第2に、職探しは母集団である全求人企業からの無作為の逐次標本抽出で、失業者はこの
探索過程を通じ、企業の求める技能水準と提示する賃金に関する情報を入手していく。第3に、労働
者は職探しに先立ち、自らの最低受諾賃金を決定する。第4に、分析を単純化するため、職の探索は
1期につき1件とする。最後に、技能は多面的でなく一面的に評価され、かつ計測可能とする。
　以下、次のような記号を用いる。
　　X：特定求人企業の求める最低技能水準
　　re：特定個人の有する技能水準
　　y：特定求人企業の提示する相対賃金で、市場の平均名目賃金で除した値
　　ye：特定個人の受諾する最低相対賃金で、市場の平均名目賃金で除した値
従って、探索失業者が探索を打ち切り雇用を受諾する条件は、xくxoかつy｝）yOとなる。尚、全企
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業は同一の技能水準に同一の賃金を支払うとする。そして、より高い技能にはより高い賃金が提示さ
れる。つまり、
　　　　　y＝y（x），　yt（x）＞0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
で、探索老は特定求人企業の求める技能水準を知れぽ、賃金の提示額を同時に把握することになる。
　賃金提示額の確率分布は全求人企業の求める技能水準の分布関数、つまりy（X）に依存する。また、
全求人企業の提示する相対賃金の分布は連続密度関数f（ので表されるとする。f（のは次の性質を
持つ（図3参照）。
　　　　　ノ（写）＞0，　　（1＞）α＜21＜b（＞1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4a）
　　　　　！（y）＝　Oe　　y≦：a，　Z1⊇≧b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4b）
　　　　　∫1・f（・）d・　・ymean∫二∫ω吻一∫ンω姻　　　　　（・・）
尚、図3の0とはy（∬O）、つまり特定の労働者の技能水準に見合って提示される相対賃金で、この
労働者にとって最も高額の提示を意味する。すると、無作為に抽出された求人企業において、この探
索者が技能面での条件を満たしかつ賃金の提示額を受諾する確率αは次のように表される。
　　　　　・－Pr（y°〈ys99）一∫ン（・）・・　　　　　　　（・）
　　　　　　　Pr：確率を表す
また、上記条件のもと、提示される相対賃金の期待値hは
　　　　　h－E（，1，。，、、；，，、1；9）」塾／（の4・　　　　　（、）
　　　　　　　　　　　　　　∫1，f（y）dy
　　　　　　　E：期待値
となる。初めの仮定より、職の探索は1期につき1件に限られる。然るにこの探索老が1期で探索を
打ち切り雇用される確率はαで、失業に留まる平均期間は1／αに等しい。尚、αは受諾賃金yOを高
く設定する程小さくなり、その結果、失業期間1／αは長期化する。その一方、yOの引き上げは雇用決
定後に受領する賃金の期待値hを高める。
　　　　　　　　　　　　　　　　図3　提示賃金の予想分布
ノ（ッ）
?
y（x°）
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　　　　　蒜一一〆（の＜・　　　　　　　　（・1）
　　　　　推一（島）（h－・・　α）〉。　　　　　　（・）
　労働者の合理的行動とは将来に渡って獲得の期待される所得の現在価値を極大化することである。
ここで労働者の選択肢を3つ取り上げてみよう。第1は探索者h：　t期に雇用を受諾しかつ労働力に依
然留まる道である。この時、この探索者は相対賃金hを受け取る。第2は労働力から一時的に退出す
る道である。従って彼の労働所得はゼロになる。第3は彼が依然労働力に留まるものQ尚も失業者と
して職を探す道である。この時、失業給付が彼の所得となる。以下、次の記号が加えられる。
　　W：特定個人にとり期待される所得フP一の現在価値
　　W　：市場の平均名目賃金
　　Z　：失業給付額の相対値で、失業給付の名目額をWで除した値
　　Pt：特定個人がt期に依然労働ヵに留まっている確率
　　qt－1：特定個人がt期の初めに雇用されている確率
　　r　：利子率
すると、この個人の生涯所得の現在価値は次のように与えられる。
　　　　　W一唱（1孕。）・［qt－・h＋（・－qt－・）・］　　　　　　（・）
　次に、労働者が労働力から引退する確率δを考えよう。δは1期当たりの引退する確率で、その値
は通常、年齢と共に1に近づく（0〈δKl）。尚、労働力に留まる残余期間は1／δで表される。特定の
労働者にとってδを一定と単純化するなら、上記Ptは概ね（1一δ）‘に等しくなる17）。すると、
　　　　　（、至‘。）、・（｝奉1）t－（、＃）・　　　　　　　（・・）
となる。ただし新しい割引率ρは（r＋δ）／（1一δ）で表される。⑩式、及びqt－tが1－（1一δ）‘圏1と表
されるため、（9）式は次のように書き換えられる。
　　　　　w一ω礁（tlp）t一ω害讐）急（｝粉　　・　　　　　　（・・）
従って、
　　　　　w－÷（α（y°，9）h（y°，0　　　ρ＋α（y°，の）＋ρz）　　　　　（・2）
である18）。
　では、（7）、（8）式を用いて⑫式をyOで微分してみよう。解答は
　　　　　募一，［　z〃プωoρ＋α（yO，）の］枢帆の［h（・P・・¢－yo］一・［・・－z］｝
である。ここで、Wの極大化の1階の条件は｛｝内をゼロにすること、つまり
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（13）
α（y°，0）［h（y°，の一y°］＝ρ［y°－Z］ （14）
或るいは
　　　　α（yO，0）　［h（写O，ρ）－yO　　　　　　ρ］一［y・一・］　　　　　　（14’）
である。
　職の探索過程にある者は賃金を提示される度、受諾するか、或るいはi拒否してもう1期探索を継続
するか決定せねぽならない。仮りにある探索者に相対賃金写が提示されたとしよう。彼がこの提示を
受諾すれば、彼の相対賃金は以後、1期当たりyとなる。反対に拒否した場合、彼の次期の所得は相対
値でzの失業給付に等しくなる。従って、この探索者がもう1期職探しを続ける相対費用はy－zと
なる。では、拒否した場合の将来の期待収入はどうか。彼はα（y，9）の確率で、1期当たりh（y，0）
－yの相対所得を期待出来る。その現在価値はρで除した値となる。然るに、この探索者の合理的選
択とは、もう1期失業を続けることで期待される限界収入の現在価値が失業費用を上回る限り、っま
り、
　　　　　α（y・　9）［響）－y］〉［y－・］　　　　　　（14’）
である限り、失業を継続することである。そして（14”）式が等号で結ぼれる時、探索者は雇用を受諾
する。別の言い方をすると、労働者はyを現在の賃金に置き換えたうえ、（14”）式があてはまると予
期すれぽ、現在の職を離れ失業を選択する。そして、（14”）式を等しくする賃金提示に巡り合う迄、
失業を継続するのである。
　以上、モーテンセンの探索失業理論を取り上げたが、失業理論の変貌が読み取れる。今日の失業理
論は微視的及び動態的視点から労働力を供給する側に焦点を当てている。この枠組の中、労働者が失
業する理由は彼等自身がより待遇の良い職を探すため、或るいは自らの経歴を高めるために一時的に
情報収集活動に特化するからである。失業とはこの情報活動に自らを雇用する過渡的期間に過ぎな
1’。
　では、失業率、特に自然失業率を低下させるにはどうしたら良いのか。今日の失業が探索理論の示
唆する如く労働老の合理的選択によるならば、我々の選択肢は限られたものでしかない。有効需要拡
大策は一時的に雇用を刺激するものの、結末はインフレ期待を増幅させるだけである。しかも米国経
済は現在、ほぼ完全雇用水準に達している。インフレの再来は避けねぽならぬ。また探索理論は景気
の拡大がむしろ失業を高める可能性のあることも指摘している19）。
　自然失業率の削減に向けて、労働市場の摩擦軽減策が微視的視点から提案されている。探索理論成
立の背景には求人情報に関する情報不足がある。従って、求人情報の充実は人々を過渡的な失業に強
いることなく、直接、非労働力から雇用へ、或るいは1つの職から他の職へと移動させる。ボルト
（C．C，　Holt）は具体策として、労働者が在職したまま新しい職を探せるよう、職業安定所を夜間に
も開けておくことを提案する20）。
　最低賃金の引き下げも提案の1つである。フェルドシュタイン（M・Feldstein）は若年労働力の失
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業頻度の多さを高過ぎる最低賃金に求めている21）。つまり、雇用主は最低賃金が高過ぎるため、採算
上、若年労働力に十分な職場教育を施すことが出来ない。その結果、仕事の魅力が失せ、若年層は失
業を繰り返すことになる。フェルドシュタインは最低賃金の引き下げと若年労働力の受け入れ企業へ
の補助を呼び掛けている。
　探索論者の標的は失業給付にも向かっている。失業給付は失業の費用を軽減するため、多くの人を
職の探索へと走らせると共に失業期間を長期化する。失業給付は更に、次の2点から失業率を高め
る。まず、仕事を本来欲していない人にも失業者登録の誘因を与える。第2に、失業給付は需要低下
に直面した企業をより安易に一時解雇へと走らせる。失業給付が一時解雇された労働者の負担を軽減
してくれるからである。このような理由から、失業給付の削減もまた、自然失業率削減の方策として
提言されている。
　以上が探索失業理論に基づく主な政策提言である。
　2．「探索失業理論」への批判
　探索論者の抱く失業概念はダービー（M．R．　Darby）により巧みに要約されている。「失業はすべ
ての経済資源が共通に経験するものである。資源所有者がその資源の雇用先から得られる最高の付け
値よりさらに有利な付け値を得ようとするとき、失業が発生する。特定の個人あるいは機械にはより
良い雇用機会を探し求める期間が必要なのはほぼ普遍的現象といってよい。そうなるのは……情報が
必要だからである。この情報を入手するには費用がかかる。それを効率的に入手するには、持ち主が
潜在的雇い主に会い、その資源を使う気があるかどうか、そしていくら支払うかを探る間、その資源
を遊休状態に置かざるをえないことが多い」22）。
　失業を語る時、その語感には必ず、ある種の悲惨さが漂っていた。しかし、ダービーの抱く失業概
念から、あの大恐慌の残縁を見出すことは出来ない。職探しのため失業する労働者が実在する以上、
探索理論は新たな側面から失業に光を当て、失業理論に厚みを加えている。探索理論の功績は大き
い。しかし、この理論で全ての失業が語られるのか。失業の一側面を扱ったものでしかない、とも思
える。以下、探索理論への批判を加えてみる。
　探索論者への批判の多くは彼等が自発的失業のみを扱い、非自発的失業から目を逸らしている点に
集中する23）。表9には、1969、87両年の月平均失業者数に占める理由別失業者の割合が示されてい
る。失職とは一時解雇を含む非自発的失業を意味するが、その割合は完全雇用の状況でさえ35．9％、
　　　　　　　　　　　　　　　　　表9　理由別失業割合　　　　　（単位：％）
年次失　剛離　劇再参入1襯参入
1969 35．9 15．4 34．1 14．6
87 48．0 13．0 26．6 12．4
資料：United　States　Government，　Economic　Repart（ゾthe
　　President，1988．
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表10　グループ別：失業を終える確率とその理由
1ケ月後に失業を 理由別： 失業を終える確率グ ノレ 一　プ 終えてし・る確率 雇
?
退
?
?
人
男性 16－19歳1968 0．67 0．34 0．33
1971 0．58 0．28 0．30
2（》－24 1968 0．64 0．48 0．16
1971 0．50 0．35 0．15
25－591968 0．56 0．46 0．10
1971 0．42 0．34 0．08
女性 16－191968 0．68 0．30 0．38
1971 0．64 0．26 0．38
20－241968 0．66 0．37 0．29
1971 0．57 0．29 0．28
25－591968 0．66 0．31 0．35
1971 0．53 ? 0．24 0．29
非　白 人
男性 16－19歳1968 0．65 0．29 0．36
1971 0．58 0．19 0．39
2〔ト24 1968 0．62 0．45 0．17
1971 0．41 0．22 0．19
25－591968 0．56 0．43 0．13
1971 0．43 0．31 0．12
女性 16－191968 0．62 0．18 0．44
1971 0．60 0．16 0．44
20－241968 0．62 0．26 0．36
1971 0．53 0．19 0．34
25－59　　　1968
　　　1971
0．64
0．54
0．27
0．20
0．37
0．34
出所：G．L．　Perry，“Unemployment　Flows　in　the　U．　S．　Labor　Market”in　Broohings　PaPers　on　Eco・
　　nomic／1‘tivity，（Vo1．2：1972），　p．277．
48．0％とかなり高い。つまり、失業者のかなりの割合は非自発的失業であり、全ての失業を一律に探
索理論で説明することは完全雇用時でも難しい。
　探索論老の多くは米国の失業率の高さを多数の人々が頻繁に、しかも短期間だけ失業する結果と把
握している。批判はこの視点にも向かっている。失業期間が終了するには実は2つの場合がある。ま
ずは雇用先を見出す場合。もう1つは職探しを一時的ないし永久に止め、非労働力化する場合であ
る。ペリーは1968、71年の米国失業データから、人種、性、年齢層別に、失業が1ケ月後どのような
形で終わっているか、或るいは継続しているか調べている（表10）24）9表10は、短い失業期間とは失
一　225　一
業者が高い確率で雇用されるからではなく、高い確率で労働力から退出する結果であることを教えて
くれる。若年労働力はその典型で、彼等の雇用される確率は最も低く、失業を1ケ月で終える者のう
ち半数は実は労働力から退出している。非白人が1ケ月で失業を終える確率は白人と殆ど変わらな
い。しかし、このことは白人と非白人が同程度の雇用確率を持っているからではない。非白人の労働
力から退出する確率の高さを反映した結果なのである。探索論者はこの点をどのように説明するのだ
ろうか。
　探索理論の批判者は第3点として、この理論が人種、性を越えて適用出来ない点を指摘する。ホー
ル（R．E．　Hall）は黒人と女性の若年労働力が極めて頻繁に職を替えることに注目する25）。探索理論
があてはまるのは白人男性だけで、黒人や女性の若年労働力の転職パターンは1つの職に留まる期間
ほ極めて短く、ある不満足な職から別の不満足な職へと、時には年に数回も職を転々と替えている、
と指摘する。ホールはこの理由を、黒人及び女性労働力の賃金が年齢に応じて上昇せず、彼等を1つ
の職に留まらせる誘因の弱さに求めている。探索理論は確かに、人種や男女間の失業率格差に触れて
いない。仮りにホールの見解が正しけれぽ、高失業の削減には雇用機会の平等が求められよう。
　探索理論への第4の批判は、労働者が情報収集活動に必ずしも特化する必要のないことである。特
化とは「常勤」（full－time）で求人情報の収集に専念することを意味する。在職中の転職希望者であ
っても、電話、新聞広告、同僚との会話等、様々な方法で求人情報を得ることは可能である。しかも
転職者の多くが失業という中断期間を置かず、ある職から他の職へと移動を完了させている25）。
　以上が探索理論への主な批判である。では、探索理論の現実性について、最後に触れてみる。
結 語
　探索理論は、かつて触れられることのなかった1つの失業の実態を分析している。過去において
も、職探しのため失業を選択した労働者は存在したろう。しかし彼等は失業理論の中心ではなかっ
た。彼等を中央へと引き寄せ、失業の新たな側面を照らし出したのは探索論者であり、その功績は大
である。では、探索理論は現実を把握しているのか。答えはイエスであり、ノーでもある。探索失業
者の存在は否定出来ない。失業の費用はかなり軽減されており、労働者が職探しのための失業を選択
する条件は整っているように思える。しかし探索理論で全ての失業を説明するのは困難である。非自
発的失業然り、黒人労働力や女性労働力の高失業然りである。完全雇用時でさえ、一時解雇された労
働者は相当数に登る。
　こうした現状を踏まえるなら、我々の選択は旧来の需要側からの失業理論と新たな供給側からの探
索理論を、共に排除せず、共に受容することで、失業をより多面的に把握することである。
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